
第60回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

業務の適正を確保するための体制および
当該体制の運用状況の概要

株式会社の支配に関する基本方針
連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

当社は、第60回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のう
ち、事業報告の「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運
用状況の概要」、「株式会社の支配に関する基本方針」、連結計算書類の
「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」につきましては、法令
および定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（https://www.look-holdings.jp/irinfo/）に掲載することにより
株主の皆さまに提供しております。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
（1）業務の適正を確保するための体制

当社は、会社の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備について、以下の
とおり取締役会において決議しております。
①取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
・取締役会は、企業統治の更なる強化を図るため、実効性のある内部統制システムの構築と、法令
遵守の体制の確立に努めております。
・代表取締役直轄の内部監査室を設置し、内部監査規程を定め、当社グループの各部署について法
令・定款および社内規程の遵守状況を監査し、その改善に努めております。
・取締役を委員長としたコンプライアンス委員会を設置し、当社グループ全体のコンプライアンス
体制の推進を図っております。

・コンプライアンスマニュアルを制定し、当社グループ役員および従業員が法令、社内規則および
社会通念を遵守した行動をとるよう推進しております。

・当社グループ横断的なホットライン（内部通報制度）を整備し、社内外に通報窓口を設け、情報
の確保に努めます。報告、通報を受けたコンプライアンス委員会は、その内容を調査し担当部門
と協議の上、全社的に再発防止策を実施いたします。
②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
・取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づき、文書または電磁的媒体に記
録しております。

・その保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理し、常時閲覧可能な状態を
維持しております。
③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・危機管理の管理体制として、危機管理規程を定め当社グループの個々のリスクに対し管理責任者
を決定し、同規程に則った管理体制を構築しております。
・リスクを未然に防ぐため、代表取締役より任命された取締役を委員長とする危機管理委員会を設
置し、適宜開催し情報収集を行い、リスク発生のおそれのある事項については対応策の策定に努
めております。
・不測の事態が発生した場合は、危機管理規程に基づき取締役社長を本部長とする対策本部を設置
し、損害および被害の拡大を最小限に止めるとともに、再発防止に努めます。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役会は、月１回開催するほか、必要に応じて適宜開催しております。また、取締役（社外取
締役を除く）で構成される経営会議では、当社グループの重要な事業戦略、方針について協議決
定を行っております。
・取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規程において、それぞれの責任者および
責任、執行手続の詳細を定めております。
⑤当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社の役職員が子会社の取締役もしくは監査役として就任し、子会社における業務の適正を監視
し、当社の取締役会に報告できる体制としています。
・グループ会社間で定期的に情報交換を行い、コンプライアンス上の課題、問題の把握に努めてま
いります。
・内部監査室は、適時グループ会社の業務遂行等の監査を実施いたします。

― 1 ―

2022年02月25日 18時27分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の上、
監査役を補助すべき使用人を指名することができるものとします。
⑦前号の使用人の取締役からの独立性および監査役の当該使用人に対する指示の実効性に関する事
項
・指名された使用人は、その指示に関して取締役の指揮命令は受けないものとし、監査役の指示に
従い、監査役の監査に必要な調査をする権限を有するものとします。

・監査役を補助すべき使用人の人事異動・人事評価・懲戒処分は、監査役会の事前の同意を得るも
のとします。
⑧取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役および使用人が監査役に報告するための体
制その他の監査役への報告に関する体制

・監査役はいつでも必要に応じて、当社グループの取締役および使用人に対して報告を求めること
ができるものとします。

・当社ならびに子会社の取締役および使用人は、法令・定款に違反する、またはその恐れがある行
為、あるいは当社グループに重大な損害を与えうる事実を発見した場合は直ちに監査役に報告す
ることとします。また、コンプライアンス委員会および危機管理委員会は、当社グループ内で受
けた報告事項を監査役に報告することとします。
・監査役への報告ならびに両委員会へ報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な
取扱いを受けないことを確保する体制とします。
⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役は重要な意思決定のプロセスや業務執行状況を把握するため、取締役会および当社グルー
プの重要な会議に出席し、取締役および使用人に説明を求めることができるものとしておりま
す。
・監査役は、会計監査人から会計監査内容について、内部監査室からは業務監査内容について説明
を受けるとともに、情報交換を行うなど連携を図っております。

・監査役がその職務の執行について生じる費用の前払い又は償還等の請求をした時は、当該監査役
の職務の執行に必要でないと明らかに認められた場合を除き、当該費用または債務を処理しま
す。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①取締役会は、社外取締役２名を含む取締役５名で構成され、社外監査役２名を含む監査役４名も
出席し、職務執行の意思決定を監督しております。原則月１回、全13回開催され、経営会議につ
いては、必要に応じて適宜開催されました。
②監査役は、取締役会に加え当社グループの重要な会議に出席し、監査の実効性の向上を図ってお
ります。また、会計監査人・内部監査室から定期的に報告を受け、情報交換等の連携を図ってお
ります。
③行動規範としてのコンプライアンスマニュアルをグループ全従業員に配布し、コンプライアンス
遵守の徹底を図るとともに、取締役を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、ホットラ
インへの対応、コンプライアンスの向上に努めております。
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株式会社の支配に関する基本方針
（1）基本方針の内容

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、
当社が企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保・向上していくことを可能とする者で
ある必要があると考えます。
当社は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、大規模な株式の買付行為であって

も、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではあり
ません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買付提案についての判断は、最終的には当社株主の
皆様の意思に基づき行われるべきものと考えております。
しかしながら、大規模な株式の買付行為の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利

益に対する明白な侵害をもたらすおそれがあるもの、株主に株式の売却を事実上強要するもの、対
象会社の取締役会や株主が買付行為の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案
を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有
利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の
利益に資さないものも少なくありません。
当社は、「お客さま第一主義」の経営理念のもと、ファッションを通し顧客満足度を高めること

を基本に、1962年の創業以来、主に婦人服の企画・生産・販売の一貫した営業活動により、新し
いライフスタイルや価値の創造を通し、生活文化の向上に貢献するとともに、確かな実績で株主の
皆様に応え、あわせて働く人達の豊かな生活の向上を目指すことを経営方針とし、「Spirit of
“Challenge”」「Spirit of “Creativity”」「Spirit of “Craftsman-ship”」の精神を軸にした経営を
実践してまいりました。
当社は、中長期的な経営戦略として、お客様に一層近づけるようにするため、企画・生産・販売

を一貫して行い、製造小売業を意識して、既存ブランドの充実、新ブランド・新事業の開発を図
り、効率重視の姿勢を崩さず、安定した利益を確保できる体制作りを行ってまいりました。あわせ
て不測の事態に敏速に対応できる柔軟な体質を作り、厳しいグローバル競争に勝ち抜くことを経営
の基本戦略としております。このような経営戦略のもと、企業として、ブランド力を確立し、競争
力と収益力を高め、より良い経営風土作りと経営体制の強化を進めてまいりました。
当社の携わるファッションビジネスでは、時代の流れや心の変化を瞬時に捉える、生活に豊かさ

を提案することのできる創造豊かな感性が必要となります。高感度な感性を大切にしながらも、フ
ァッションをビジネスとして昇華し運営していくためには、優れた技術や能力と豊かな感性を持つ
当社の従業員、関係会社、取引先および顧客等との間に築かれた関係についての十分な理解が不可
欠となります。同時に、当社は、経営方針を実施するために法と企業倫理に従って、誠実で公正な
事業活動を展開することが、企業の社会的責任であると認識しております。
当社株式の買付けを行う者がこれら当社の経営方針や事業特性、各ステークホルダーとの関係等

といった当社の企業価値の源泉に対する十分な理解がなく、当社の企業価値または株主共同の利益
が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者は当社の財務および事業の方針の決定を支
配する者として不適切であると考え、当社の企業価値または株主共同の利益の確保・向上のための
相当な措置を講じることを基本方針といたします。

（2）基本方針の実現に資する取り組みおよび不適切な支配の防止のための取り組み
当社は、消費者のニーズを的確に捉え、時代が求める上質で洗練された商品提案を心がけるとと

もに、安定的な収益確保のための効率的な商品運営を継続して進めてまいります。また、今後も市
場に対して新たな提案となる新規ブランドの開発や育成に注力しながら経営資源の集約化を図って
まいります。
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当社は、これらの企業理念と諸施策のもと、当社企業価値・株主共同の利益の最大化を追求して
まいりますが、その一方で、上記のような当社企業価値・株主共同の利益を毀損する可能性のある
大量買付等が行われる可能性も否定できないと考えております。そこで、当社取締役会は、当社の
企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保・向上させることを目的として、2020年３
月27日開催の当社第58回定時株主総会において、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収
防衛策）の更新」（以下、更新後の「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」を
「本プラン」といいます。）議案のご承認をいただき、本プランの有効期間は、当該株主総会終結後
３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとなっておりま
す。
なお、本プランの概要は、次のとおりであります。

① 本プランの概要
当社は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上を目的として、当社株式の大量買付等

を行い、または行おうとする者が遵守すべき手続を定め、本プランの内容を、株式会社東京証券
取引所における適時開示、当社事業報告等の法定開示書類における開示、当社ホームページ等へ
の掲載等により周知させ、当社株式の大量買付等を行い、または行おうとする者が遵守すべき手
続があること、およびそれらの者が当該手続に従わない場合や当該手続に従った場合であっても
例外的に当該買付等により当社の企業価値および株主共同の利益が毀損されるものと判断される
場合には当社が対抗措置を実施することがあり得ることを事前に警告することをもって、当社の
買収防衛策といたします。

② 本プランの内容
（イ）対象となる大規模買付等

本プランは以下のa．またはb．に該当する当社株券等の買付またはこれに類似する行為（た
だし、当社取締役会が予め承認したものを除きます。当該行為を、以下「大規模買付等」とい
います。）がなされる場合を適用対象とし、大規模買付等を行い、または行おうとする者（以
下「買付者等」といいます。）は、予め本プランに定められる手続に従わなければならないも
のとします。
ａ．当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付け
ｂ．当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびそ
の特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

（ロ）「意向表明書」の当社への事前提出
買付者等には、当社取締役会が友好的な買付等であると認めた場合を除き、大規模買付等の

実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模買付等に際して本プランに定め
る手続を遵守する旨の誓約文言等を日本語で記載した書面（以下「意向表明書」といいます。）
を当社の定める書式により提出していただきます。

（ハ）「本必要情報」の提供
「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等には、以下の手順に従い、当社に対し
て、大規模買付等に対する株主の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報を提供していただ
きます。当社は、買付者等に対して、「意向表明書」を提出していただいた日から10営業日
（初日不算入）以内に、当初提出していただくべき情報を記載した「情報リスト」を国内連絡
先に発送いたします。
当社取締役会は、「情報リスト」の発送後60日間（初日不算入）を、当社取締役会が買付者

等に対して本必要情報の提供を要請し、買付者等が本必要情報の提供を行う期間（以下「情報
提供期間」といいます。）として設定し、情報提供期間が満了した場合には、直ちに当社取締
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役会による評価、検討、交渉、意見形成および代替案立案のための期間（以下「取締役会評価
期間」といいます。）を開始するものとします。ただし、買付者等から情報提供期間について
合理的な理由に基づく延長要請があったものと当社取締役会が認める場合には、当社取締役会
は、情報提供期間を必要に応じて最長30日間（初日不算入）延長することができるものといた
します。なお、当社取締役会は、買付者等より当初提供していただいた情報だけでは本必要情
報として不足していると判断した場合、情報提供期間内に限り追加的に情報提供を求めること
があります。
他方、当社取締役会は、買付者等から提供された情報が本必要情報として十分であると判断

する場合には、情報提供期間満了前であっても、本必要情報の提供が完了した旨の通知（以下
「情報提供完了通知」といいます。）を買付者等に対し行うとともに、適切と判断する時点でそ
の旨を開示いたします。
なお、当社取締役会は、買付者等から大規模買付等の提案がなされた事実とその概要および

本必要情報の概要その他の情報のうち株主の皆様のご判断に必要であると認められる情報があ
る場合には、適切と判断する時点でその全部または一部を開示いたします。
因みに、大規模買付等の内容および態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、

原則として「情報リスト」の一部に含まれるものとします。
ａ．買付者等およびそのグループの詳細
ｂ．大規模買付等の目的、方法および内容
ｃ．大規模買付等の対価の算定根拠
ｄ．大規模買付等に要する資金の裏付け
ｅ．買付者等が既に保有する当社の株券等に関する賃借契約等
ｆ．大規模買付等に際しての第三者との間における意思連絡の有無、その内容および当該第三
者の概要

ｇ．大規模買付等の後、当社の株券等を更に取得する予定の有無、その理由および内容
ｈ．大規模買付等の後における当社および当社グループの経営方針等
ｉ．大規模買付等の後における当社の従業員、その他利害関係者の処遇等の方針
ｊ．当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

（ニ）取締役会による買付内容の検討、買付者等との交渉、代替案の提示等
当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後または情報提供期間が満了した後、大規模買

付等の評価の難易度等に応じて、情報提供完了通知日または情報提供期間満了日から起算して
以下のa．またはb．の期間（いずれも初日不算入）を、取締役会評価期間として設定します。
ａ．対価を現金（円貨）のみとし、当社全株式を対象とする公開買付けの場合には最長60日間
ｂ．その他の大規模買付等の場合には最長90日間
買付者等は、この取締役会評価期間の経過後（ただし、当社取締役会が、後記(ヘ)の対抗措

置発動に関する株主意思確認のための株主総会を招集することを決議した場合においては、当
該株主総会の終結後）においてのみ、大規模買付等を開始することができるものとします。
当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて当社から独立した外部専門家

等の助言を得ながら、買付者等から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業
価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、買付者等による大規模買付等の内容の検討等
を行うものとします。当社取締役会は、これらの評価・検討を通じて、大規模買付等に関する
当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通知するとともに、適時かつ適切
に株主の皆様に公表いたします。また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付等に関す
る条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主の皆様に代替案を提示するこ
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ともあります。
（ホ）独立委員会による勧告

対抗措置の発動等にあたっては、当社取締役会の判断の客観性・合理性を担保するため、当
社経営陣から独立した者のみで構成される独立委員会の勧告を受けます。独立委員会は、買付
者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、または結果として買付者等による大規
模買付等が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものであり、かつ、対抗措置を発
動することが相当と認められる場合には、当社取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告し、
それ以外の場合には対抗措置の不発動を勧告します。
また、独立委員会は、当社取締役会が本プランに基づく対抗措置を発動するか否かについて

株主の意思を確認すべきと判断する場合には、当社取締役会に対して、株主意思確認のための
株主総会を招集することを勧告することができるものとします。

（ヘ）取締役会の決議
当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重の上、対抗措置の発動に関する決議を行い

ます。また、当社取締役会は、独立委員会が対抗措置の発動に関する株主意思確認のための株
主総会を招集することを勧告した場合、または、本プランに基づく対抗措置の発動に関して株
主の皆様に判断していただくべきと判断する場合には、株主総会招集の決議をし、当該株主総
会の決議の結果に従って、対抗措置の発動に関する決議を行います。なお、対抗措置として
は、原則として、新株予約権の無償割当を行うこととします。

（3）上記(2)の取り組みが、上記(1)の基本方針に沿い、株主共同の利益を損なうものでなく当社の役
員の地位の維持を目的とするものではないことおよびその理由
当社取締役会は、次の理由から上記(2)の取り組みが上記(1)の基本方針に沿い、当社の企業価

値・株主共同の利益を損なうものでなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではな
いと判断しております。
① 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

本プランは、経済産業省および法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同利
益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利
益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性確保の原則）を全て充足していま
す。また、経済産業省の企業価値研究会が2008年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を
踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえた内容となっております。さらに、東京証券取引所が
2015年６月１日に公表した「コーポレートガバナンス・コード～会社の持続的な成長と中長期
的な企業価値の向上のために～」における買収防衛策に関する内容（【原則１－５.いわゆる買収
防衛策】等）を踏まえた内容となっております。

② 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること
本プランは、上記(2)に記載のとおり、当社株式に対する大規模買付等がなされた際に、当該

大規模買付等に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提
示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可
能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させる目的をもって導入
されたものです。

③ 株主意思を重視するものであること
当社は、本プランへの更新に関する株主の皆様のご意思を確認するため、2020年３月27日開

催の当社第58回定時株主総会において、本プランへの更新に関する議案を付議し、ご承認をいた
だいております。
本プランの有効期間は、2020年３月27日開催の当社第58回定時株主総会終結後３年以内に終
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了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとなっておりますが、その
有効期間の満了前であっても、

（イ）当社の株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、
または

（ロ）当社の取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合
には、本プランはその時点で廃止されるものとされ、また、本プランについてその内容の変更を
行う場合には株主総会の承認を得るものとされており、本プランの廃止および変更には、株主の
皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっています。更に、本プランに基づく対抗措置を発動
するか否かについての株主の皆様の意思を確認するための株主総会が開催されたときは、当社取
締役会は当該株主総会の決議の結果に従って、対抗措置発動に関する決議を行うものとされてお
り、この場合には本プランに基づく対抗措置の発動に関しても、株主の皆様の直接の意思に依拠
することとなります。

④ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示
当社は、本プランの導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の発

動等を含む本プランの運用に関する決議および勧告を客観的に行う取締役の諮問機関として独立
委員会を設置します。
独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立した、当社と特別の利害関係のない有識

者から選任される委員３名により構成されます。
また、当社は必要に応じ独立委員会の判断の概要について、株主の皆様に情報開示を行うこと

としています。
これらにより、当社の企業価値・株主共同の利益に資するような本プランの透明な運営が行わ

れるとともに、当社取締役会による恣意的な本プランの運用ないし対抗措置の発動を防止するた
めの仕組みが確保されております。

⑤ 合理的な客観的発動要件の設定
本プランは、合理的に客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されてお

り、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。
⑥ デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止
することができるものとされております。従って本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締
役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。
また、当社取締役の任期は１年であることから、本プランは、スローハンド型買収防衛策(取締
役会を構成する取締役を一度に交代させることができないため、その発動を阻止するために時間
を要する買収防衛策)でもありません。
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連結注記表

＜連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞
1．連結の範囲に関する事項

連結子会社は㈱ルック、A.P.C.Japan㈱、㈱ルックモード、㈱エル・ロジスティクス、㈱
ファッショナブルフーズ・インターナショナル、Bisonte Italia Holding S.r.l.、Il
Bisonte S.p.A.、Il Bisonte USA Inc.、Il Bisonte Asia Limited、Il Bisonte France
S.a.r.l.、㈱アイディールック、㈱アイディージョイ、ルック(H.K.)Ltd.、洛格（上海）商貿
有限公司の14社であります。
非連結子会社は㈱ラボ・オーフナトで、その総資産、売上高、当期純損益（持分相当額）
および利益剰余金（持分相当額）等は、いずれも連結計算書類の総資産、売上高、当期純
損益および利益剰余金等に比して僅少であり、かつ、全体としても重要な影響を及ぼして
おりません。

2．持分法の適用に関する事項
持分法を適用している非連結子会社および関連会社はありません。
持分法を適用していない非連結子会社１社の当期純損益（持分相当額）および利益剰余金
（持分相当額）等は、当期純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要な影響を及ぼしておりません。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法
① 有価証券
満期保有目的の債券
償却原価法であります。
その他有価証券
時価のあるもの
決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定）であります。

時価のないもの
移動平均法による原価法であります。

② デリバティブ取引
時価法によっております。

③ たな卸資産
主に先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）であります。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

2007年３月31日以前に取得したもの
主に旧定率法を採用しております。

2007年４月１日以降に取得したもの
主に定率法を採用しております。ただし、建物 (建物附属設備を除く）、2016年４
月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額法を採用しており
ます。

なお、耐用年数および残存価額については、主に法人税法に規定する方法と同一の基
準によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、耐用年数については、主に法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま
す。
また、自社利用のソフトウエアについては、見込利用可能期間（5年）に基づく定額法
によっており、マーケティング関連資産については、経済的耐用年数（30年）に基づ
く定額法によっております。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建予定取引

③ ヘッジ方針
為替予約取引については、権限規程等を定めた社内管理規程に基づいて、基本的には外
貨建取引の約定高の範囲内で行い、投機的な取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性の評価
ヘッジの有効性の判定については、ヘッジ手段とヘッジ対象の経過期間に係るキャッシ
ュ・フロー総額の変動額を比較する方法を採用しております。
なお、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時お
よびその後も継続してキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定できるもの
については、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

（4）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、主に一般債権については貸倒実績率により計上
しており、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

② 返品調整引当金
一部の連結子会社は、返品による損失に備えるため、法人税法の規定に準じた繰入限度
相当額を計上しております。

― 9 ―

2022年02月25日 18時27分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



③ 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべ
き額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金
連結子会社２社は、役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額から
年金資産を控除した額を計上しております。

⑤ ポイント引当金
顧客に付与したポイントの利用に備えるため、過去の使用実績率に基づき、将来利用さ
れると見込まれる額をポイント引当金として計上しております。

⑥ 事業構造改善引当金
事業構造改善に伴い発生する費用及び損失に備えるため、その発生見込額を計上してお
ります。

（5）退職給付に係る会計処理の方法
当社および一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職
一時金については期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度については、
直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用
しております。

（6）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、収益および費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算
差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めて計上しており
ます。

（7）のれんの償却方法および償却期間
のれんの償却については、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたり均等償却しておりま
す。

（8）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

② 連結納税制度の適用
当社及び国内子会社は、当社を連結納税親会社とした連結納税制度を適用しておりま
す。

追加情報
（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）
当社及び国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第８号)に
おいて創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単
体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度へ
の移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31
日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金
負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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（新型コロナウイルス感染症の影響に係る会計上の見積り）
2021年度は新型コロナウイルス感染症の再拡大により、商業施設や直営店舗の臨時休業
や営業時間の短縮等、前年に引き続き当社グループの事業活動にも大きな影響を及ぼして
おります。この影響の見通しについては当連結会計年度末までは不安定な経済状況が続く
との仮定をおいておりましたが、2022年度においても一部海外では新型コロナウイルス
対策の規制緩和の動きがみられるものの、国内においては変異株の大流行によるまん延防
止等重点措置が適用されるなど、未だ収束時期を見通すことは困難な状況にあることか
ら、当社グループでは、2022年度についても当該影響が一定程度継続すると再仮定し、
繰延税金資産の回収可能性及び固定資産の減損損失等に関する会計上の見積りを行ってお
ります。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）
当社は、従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的
として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」といいます。）
を導入しております。
(1) 取引の概要
本プランは、「ルックホールディングス従業員持株会」（以下「持株会」といいます。）
に加入するすべての従業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、
当社が信託銀行に「ルックホールディングス従業員持株会専用信託」（以下、「従持信
託」といいます。）を設定し、従持信託は、６年４ヶ月の期間にわたり持株会が取得す
ると見込まれる数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対し
て継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却
益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件
を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入
に対し保証することになるため、当社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額
が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある
場合は、かかる保証行為に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。

(2) 信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、
純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数
は、当連結会計年度204百万円、150千株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
当連結会計年度206百万円

5．表示方法の変更に関する事項
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）
を当連結会計年度から適用し、連結注記表に「6.会計上の見積りに関する事項」を記載し
ております。
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6．会計上の見積りに関する事項
(1)たな卸資産の評価
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
商品及び製品 8,834百万円
仕掛品 715百万円
原材料及び貯蔵品 400百万円
（注）たな卸資産評価損の金額 4,497百万円

②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループでは、商品等を季節ごとに区分した「季節商品」と、季節に左右されに
くい雑貨類を中心とした「定番商品」に区分して、ブランド別にたな卸資産の評価を
行っております。
「季節商品」は、シーズン終了後未販売の商品等をアウトレット又はセールにより値
引販売を行うこととなる一方、「定番商品」は、複数シーズンにわたって継続的に仕
入を行い、値引せずに販売されるという特性があります。
そのため、「季節商品」は、シーズン終了後未販売の全ての商品等を対象に値引販売
を考慮した正味売却価額まで帳簿価額の切下げを行っております。
一方、「定番商品」については、今後も値引せずに販売できるかについての不確実性
が存在するため、一定の評価ルールに基づき、将来の値引や販売できずに廃棄する可
能性に備えて、過去の販売数量が一定数量に満たない等、特定の条件に該当するもの
に対して、正味売却価額まで帳簿価額の切下げを行っております。
商品等のうち、「定番商品」は3,919百万円で、その大半は連結子会社である株式会
社ルックで計上されております。
なお、当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能
性があるため、見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、商
品及び製品の金額に重要な影響を与える可能性があります。

(2)繰延税金資産の回収可能性
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産（純額） 1,564百万円

②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループでは、連結納税会社の収益力に基づく一時差異等加減算前の課税所得を
見積り、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち、将来の税金負担額を軽減
することができると認められる金額を繰延税金資産として計上しております。
このうち、連結納税会社の収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得及びその発生
時期の見積りは、将来の事業計画に基づき算定しております。
なお、当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能
性があるため、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌
連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可
能性があります。
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＜連結貸借対照表に関する注記＞
1．担保に供している資産および担保に係る債務
(1)担保に供している資産
建物及び構築物 1,208 百万円
土 地 450
計 1,658

(2)担保に係る債務
長期借入金
（1年以内返済予定の長期借入金含む） 728 百万円

計 728

2. 有形固定資産の減価償却累計額 5,482百万円

＜連結損益計算書に関する注記＞
1．助成金収入
新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金、大規模施設等協力金及び感染拡大防止協
力金等であります。

2．臨時休業等による損失
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う政府、自治体からの各種要請等により、商業施設や
直営店舗等で臨時休業を実施いたしました。臨時休業期間中に発生した固定費等（人件費・
賃借料・減価償却費等）を臨時休業等による損失として特別損失に計上しております。

3．減損損失の内容
場所 用途 種類

東京都千代田区、他 事業用資産
建物及び構築物、
工具、器具及び備品
無形固定資産その他
（ソフトウェア）

大阪府大阪市西区、他 共用資産
建物及び構築物、
工具、器具及び備品
有形固定資産その他
（リース資産）

当社グループは店舗を基本とした単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としてお
ります。また、本社等の全社資産につきましては共用資産としてグルーピングしております。
事業用資産につきましては、営業活動から生じる損益がマイナスとなることが見込まれるた
め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額92百万円（建物及び構築物70百万円、
工具、器具及び備品17百万円、無形固定資産その他３百万円)を減損損失として特別損失に
計上しております。
なお、回収可能価額は正味売却価額によっており、正味売却価額は処分見込額により評価し
ております。
共用資産につきましては、主に2021年11月24日開催の取締役会において、当社大阪支店を
移転することを決議したことに伴い、当該支店の固定資産等29百万円（建物及び構築物23
百万円、工具、器具及び備品４百万円、有形固定資産その他１百万円)を減損損失として特別
損失に計上しております。
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＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞
1．当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数

普通株式 7,718,813株
2．剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

決議日 株式の
種類

配当金
の総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2021 年 ３ 月 30 日
定時株主総会 普通株式 230百万円 30円00銭 2020年12月31日 2021年３月31日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

決議予定 株式の
種類

配当の
原資

配当金
の総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2022 年 ３ 月 30 日
定時株主総会 普通株式 利 益

剰余金 308百万円 40円00銭 2021年12月31日 2022年３月31日

（注）配当金の総額308百万円には、ルックホールディングス従業員持株会専用信託口に対す
る配当金支払額６百万円を含んでおります。

＜金融商品に関する注記＞
1．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、安全性の高い金融資産で運用し、また、運転
資金の一部を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを
回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主にその他有価証券および業務上の関係を有する企業の株式であ
り、市場価格の変動リスクに晒されております。
敷金は、主に賃借物件に係る預託であり、預入先の信用リスクが存在します。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、一部
外貨建ての営業債務は為替リスクに晒されておりますが、先物為替予約によるヘッジ
を行っております。
デリバティブ取引は、主に外貨建ての営業債務に係る為替変動リスクに対するヘッジ
取引を目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手
段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法については、前述の連結計
算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「４．会計方針に関する事
項(3)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。
借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、変動金利の借入金は、金利の変動リス
クに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における債権担当
者が主要な取引先の状況をモニタリングし、取引相手ごとの期日管理および残高
管理を行い、主な取引先の信用状況を把握し、財務状況等の悪化等による回収懸
念の早期把握や軽減を図っております。また、デリバティブ取引の利用にあたっ
ては、格付けの高い金融機関等とのみ取引を行っております。
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② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、外貨建ての営業債務について、為替相場の状況により、輸入に係る予定
取引により確実に発生すると見込まれる外貨建て営業債務に対する先物為替予約
を行っております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を
把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業と
の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。
デリバティブ取引については権限規程等を定めた社内管理規程に基づいて経理部
が実行、管理し、定期的に取締役会で取引状況を報告しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・
更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しておりま
す。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的
に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込
んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することが
あります。

2．金融商品の時価等に関する事項
2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含ま
れておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 現金及び預金 9,588 9,588 －
(2) 受取手形及び売掛金(*1) 5,303 5,303 －
(3) 投資有価証券

その他有価証券 2,126 2,126 －
(4) 敷金 1,790 1,794 4
資産計 18,809 18,814 4
(1) 支払手形及び買掛金 2,721 2,721 －
(2) 短期借入金 3,375 3,375 －
(3) 長期借入金(*2) 10,063 10,032 △31
負債計 16,161 16,129 △31
デリバティブ取引(*3) 2 2 －
(*1)受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
(*2)1年以内返済予定の長期借入金を含めております。
(*3)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
資 産
(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券
投資有価証券の時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機
関等から提示された価格によっております。

(4)敷金
敷金の時価の算定は、合理的に見積りをした敷金の償還予定時期に基づき、合理的と考え
られる割引率を用いて現在価値を算定しております。
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負 債
(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

(3)長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、通貨関連取引（為替予約）であります。通貨関連取引の時価について
は、金融機関等より提示された価格等に基づき算定しております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式等（※1） 117
敷金（※2） 464

※1 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること
から、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

※2 敷金のうち、実質的な預託期間を算定することが困難なものについては、時価を把握する
ことが困難であると認められるため「(4) 敷金」には含めておりません。

＜１株当たり情報に関する注記＞
1. １株当たり純資産額 3,483円27銭
2. １株当たり当期純利益 259円67銭
（注）当社は、当連結会計年度より「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」を導入してお

り、株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株
当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、１株
当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお
ります。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、150,500株であり、
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、31,756株で
あります。

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞
1．資産の評価基準および評価方法
（1）有価証券

子会社株式および関連会社株式
移動平均法による原価法であります。
その他有価証券
時価のあるもの
決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）であります。
時価のないもの
移動平均法による原価法であります。

（2）デリバティブ取引
時価法によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

2007年３月31日以前に取得したもの
旧定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）については旧定額法を採用しております。
2007年４月１日以降に取得したもの
定率法を採用しております。ただし、建物 (建物附属設備を除く）、2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備および構築物については定額法を採用しております。
なお、耐用年数および残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっ
ております。
また、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等償却する方
法を採用しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
また、自社利用のソフトウエアについては、見込利用可能期間(5年)に基づく定額法に
よっております。

（3）リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3．引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績

率により計上しており、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しており
ます。

（2）賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち
当事業年度に負担すべき額を計上しております。
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（3）退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務および年金資産に基づき、当事業年度末において発
生していると認められる額を計上しております。なお、退職
給付債務の算定方法は簡便法によっております。

（4）関係会社事業損失引当金……関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社の財政状態等
を勘案し、当事業年度末における損失負担見込額を計上して
おります。

4．重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しております。

5．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1）消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2）連結納税制度の適用
当社は、当社を連結納税親会社とした連結納税制度を適用しております。

追加情報
（新型コロナウイルス感染症の影響に係る会計上の見積り）
2021年度は新型コロナウイルス感染症の再拡大により、商業施設や直営店舗の臨時休業
や営業時間の短縮等、前年に引き続き当社グループの事業活動にも大きな影響を及ぼして
おります。この影響の見通しについては当事業年度末までは不安定な経済状況が続くとの
仮定をおいておりましたが、2022年度においても変異株の大流行によるまん延防止等重
点措置が適用されるなど、未だ収束時期を見通すことは困難な状況にあることから、当社
では、2022年度についても当該影響が一定程度継続すると再仮定し、繰延税金資産の回
収可能性及び固定資産の減損損失等に関する会計上の見積りを行っております。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）
従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結注
記表の「追加情報」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

6．表示方法の変更に関する事項
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）
を当事業年度から適用し、個別注記表に「7.会計上の見積りに関する事項」を記載してお
ります。

7．会計上の見積りに関する事項
(1)繰延税金資産の回収可能性
①当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金負債（純額） 66百万円

②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結注記表の「6.（2）繰延税金資産の回収可能性」と同一内容であるため、記載を
省略しております。
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＜貸借対照表に関する注記＞
1. 関係会社に対する短期金銭債権 821百万円
2. 関係会社に対する長期金銭債権 2,971百万円
3. 関係会社に対する短期金銭債務 17百万円
4. 有形固定資産の減価償却累計額 293百万円
5. 保証債務
㈱ルック 812百万円
A.P.C.Japan㈱ 400百万円
㈱ルックモード 425百万円
㈱ファッショナブルフーズ･インターナショナル 0百万円
金融機関からの借入金および商品売買取引ならびに賃貸借契約取引に対する保証債務で

あります。

＜損益計算書に関する注記＞
1．関係会社との取引高は次のとおりであります。
営業収益 2,037百万円
営業取引以外の取引高 414百万円

2．助成金収入
新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金であります。

3．臨時休業等による損失
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う政府、自治体からの各種要請等により、臨時休業
を実施いたしました。臨時休業期間中に発生した固定費等（人件費等）を臨時休業等によ
る損失として特別損失に計上しております。

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞
当事業年度末における自己株式の種類および株式数
普通株式 161,508株
（注）普通株式の自己株式の株式数にはルックホールディングス従業員持株会専用信託口

が保有する当社株式150,500株が含まれております。
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＜税効果会計に関する注記＞
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（繰延税金資産）
繰越欠損金 304百万円
関係会社株式評価損 379
分割に伴う子会社株式 287
貸倒引当金否認 70
その他 131
繰延税金資産小計 1,173

評価性引当額 △839
繰延税金負債との相殺 △333
繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △150百万円
資産除去債務固定資産 △16
前払年金資産 △233
繰延税金負債小計 △400

繰延税金資産との相殺 333
繰延税金負債合計 △66

繰延税金負債の純額 △66

＜関連当事者との取引に関する注記＞
子会社および関連会社等

種類 会社等の名称
議決権の

所有割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科 目

期末残高

(百万円)

子会社 ㈱ルック
直接

100.0%

経営管理及び

一般業務受託

資金の貸付

役員の兼任

経営管理料 603 － －

業務受託料 795 － －

賃貸借料 250 － －

資金の貸付 － 短期貸付金 500

資金の回収 500 長期貸付金 1,000

未収連結納税額 168 未収入金 168

受取利息 19 － －

債務保証 812 － －

子会社 A.P.C.Japan㈱
直接

100.0%

経営管理及び

一般業務受託

資金の貸付

役員の兼任

経営管理料 25 － －

業務受託料 104 － －

賃貸借料 37 － －

資金の貸付 － 短期貸付金 50

資金の回収 － 長期貸付金 100

受取利息 1 － －

債務保証 400 － －
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種類 会社等の名称
議決権の

所有割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額

(百万円)
科 目

期末残高

(百万円)

子会社 ㈱ルックモード
直接

100.0%

経営管理及び

一般業務受託

資金の貸付

役員の兼任

経営管理料 12 － －

業務受託料 42 － －

賃貸借料 73 － －

資金の貸付 90 － －

資金の回収 90 － －

未払連結納税額 8 未払金 8

受取利息 0 － －

債務保証 425 － －

子会社 ㈱エル・ロジスティクス
直接

100.0%

経営管理及び

一般業務受託

資金の貸付

役員の兼任

経営管理料 7 － －

業務受託料 34 － －

賃貸借料 8 － －

資金の貸付 － 短期貸付金 10

資金の回収 30 長期貸付金 100

未収連結納税額 7 未収入金 7

受取利息 1 － －

子会社
㈱ファッショナブルフーズ･

インターナショナル

直接

100.0%

経営管理及び

一般業務受託

資金の貸付

役員の兼任

経営管理料 1 － －

業務受託料 3 － －

賃貸借料 0 － －

資金の貸付 15 長期貸付金 271

未払連結納税額 3 未払金 3

受取利息 2 － －

債務保証 0 － －

子会社 ㈱ラボ・オーフナト
直接

100.0%

資金の貸付

役員の兼任

資金の回収 － 長期貸付金 51

受取利息 0 － －

未払連結納税額 5 未払金 5

子会社
Bisonte Italia Holding

S.r.l.

直接

100.0%

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付 － 長期貸付金 1,449

受取利息 14 未収入金 36

（注）取引条件および取引条件の決定方針等
1．経営管理料、業務受託料については、当社の運営費用および業務内容を勘案し決定してお
ります。

2．賃貸借料については、市場価格等を勘案し、一般の取引条件と同様の基準により算定して
おります。

3．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
当事業年度において６百万円の関係会社貸倒引当金繰入額を計上しております。
当事業年度末の関係会社に対する貸倒引当金残高は229百万円であります。

4．金融機関からの借入金および商品売買取引契約ならびに賃貸借契約取引に対して債務保証
を行っております。

5．取引金額には消費税等を含めておりません。
6．期末残高には消費税等を含めております。
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＜１株当たり情報に関する注記＞
1. １株当たり純資産額 1,996円10銭
2. １株当たり当期純利益 64円50銭
（注）当社は、当事業年度より「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」を導入しており、

株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当た
り純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、１株当た
り当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま
す。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、150,500株であり、
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、31,756株で
あります。

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

― 22 ―

2022年02月25日 18時27分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）


